
事業名（所管課）／
事業の進行管理・評価を行う計画等

事業概要 令和５年度の取組内容 令和５年度の取組（実績）
数値は速報値

子どもからの相談環境の充実
（子育て支援課）

子どもからの相談環境を充実させる
ため、新たに子どものLINE相談を開
始する。

市内在住、在勤、在学のおおむね１８歳までの子
どもを対象に子どもLINE相談を開始する。
開始予定時期：８月下旬

子どもへの周知
▪「LINE相談の名前を決めよう！」と題して各市

立中学校生徒会で候補を考え、市在住の小中学
生の投票で名称を決定した。
名称は「いこいーな窓口＠西東京」となった。
▪市在住の小中学生全員、市内高等学校等に通

学する生徒に、啓発カードを配布する。

事業開始日 令和５年８月26日（土曜日）
年間実施予定回数 107回
（週２回固定実施（水曜日と日曜日）及び強化期間等（夏休み終了時
期等）に実施）
※試行実施日（令和５年度のみ） 月・火・木・金・土のいずれかの曜
日に週１回実施。
開設曜日は月単位で変更し、水曜日を含む相談件数等の実績を
もとに、令和６年度以降の相談窓口開設曜日を決定する。

相談受付時間 午後５時30分から午後９時まで
友だち登録者数 201人（令和５年１２月１日現在）
主な周知
▪周知カード

・市立小・中学校、市内高等学校等に通学する児童・生徒へ１学期
終業式前に学校を通じて配布
・市外通学者へは郵送にて送付
・児童館、公民館、図書館など、子どもの居場所に設置

▪周知ポスター

・市立小・中学校、公民館、図書館へ配布
▪市報８月15日号１面で事業開始周知
▪ホームページ（キッズページ）の活用
▪LINE画面への広告掲載
▪市公式LINEのリッチメニューからも相談アカウントに入ることが

できるよう調整

スクールソーシャルワーカーの派
遣
（教育支援課）

【西東京市教育委員会の主要施策】

児童・生徒が抱える学校内では解決し
にくい問題に対して、スクールソーシャ
ルワーカーを学校に派遣し、教員と協
議しながら問題の背景を見立て、対応
方針を検討する。必要に応じて関係機
関と連携し、解決に向けた支援を行う。
早期発見と迅速で適切な対応により
問題の更なる深刻化を防ぐ。

▪スクールソーシャルワーカーが、学校に登校し

ない・できない児童・生徒のうち、継続的な支援
につながっていない児童・生徒を把握し、ニコモ
テラスを活用して支援方針に基づく家庭訪問及
び体験フリースペースでの関わり等を行い、次
の適切な支援拠点につながるように支援する。
▪家庭訪問等でヤングケアラーと思われる児童・

生徒がいる場合、子ども家庭支援センター等の
関係機関と連携を図り必要な支援につなげる。

▪スクールソーシャルワーカーが、学校に登校しない・できない児童・

生徒のうち、継続的な支援につながっていない児童・生徒を把握し、
ニコモテラスを活用して必要な支援拠点につなげることができた。
※ニコモテラスでの支援件数66件、支援回数は延べ522回
※支援拠点につなげることができた件数 16件

▪学校訪問等でヤングケアラーの要素が含まれると思われる児童・

生徒に対して子ども家庭支援センターと連携を図り、必要な支援に
つなげることができた。
※ヤングケアラーの要素が含まれると思われる件数 ６件
※必要な支援につなげることができた件数 ６件

（数値は12月末日時点）

不登校の未然防止
（教育支援課）

【西東京市教育委員会の主要施策】

不登校の発生率は、小学校よりも中学
校の方が高い傾向にある。不登校にな
る中学生は、既に小学校時代に何らか
のサインが現れていることが多いこと
に着目して、小学校と中学校が連携し
て、情報交換や協議を行い、組織的に
初期対応を図ることで、「中１不登校未
然防止」に取り組む。

▪不登校の未然防止に関する教員研修を行う。
▪中１不登校未然防止委員会では小・中学校間の

情報交換と協議を行い、特に不登校が増加する
長期休業明けは、重点的にスクールソーシャル
ワーカーが学校を訪問し、中１不登校未然防止
委員や担任等と個別対応について話し合う。
▪子どもたちが不登校等の心の健康問題を呈す

ることを予防するために、ストレスマネジメント
に関する啓発を行う。
▪登校を渋り始めたときの子どもの心の状態を

保護者が理解し対応できるよう、保護者向けの
啓発物を作成する。

▪不登校の未然防止に関する教員研修を実施（令和５年10月）
▪中１不登校未然防止委員会では小・中学校間の情報交換と協議を

行い、特に不登校が増加する長期休業明けは、重点的にスクール
ソーシャルワーカーが学校を訪問し、中１不登校未然防止委員や担
任等と個別対応について話し合いを行った。（令和５年９月）
▪子どもたちが不登校等の心の健康問題を呈することを予防するた

めに、ストレスマネジメントに関する啓発を行う。（今年度実施予定）
▪登校を渋り始めたときの子どもの心の状態を保護者が理解し対応

できるよう、保護者向けの啓発物を作成する。（今年度作成予定）

子どもが健やかに育つ環境を整える

令和５年度の教育に関する重点施策に基づく事務事業 総合教育会議 資料１
令和６年１月 3 1日
企画部企画政策課



時代の変化に対応した学習環境等の整備

事業名（所管課）／
事業の進行管理・評価を行う計画等

事業概要 令和５年度の取組内容 令和５年度の取組（実績）
数値は速報値

学童クラブ事業
（児童青少年課）

田無柳沢学童クラブの過密化解消を図る
ため、令和７年度からの開始に向けて、柳
沢小学校の敷地内に学童クラブを整備し、
定員の拡充を図る。

工事請負契約を締結し、整備に向けた基本設計及び
実施設計を踏まえ、年度内に整備に着手する。
学校等への説明及び意見交換を実施する。

▪整備に向けた基本設計及び実施設計に係る委託契約を行い、準

備を進めている（令和８年1月開設予定）。
引き続き、学校等と調整を行いながら進めていく。

子どもの読書活動の充実
（教育指導課・図書館）

学校司書の配置を３校に２人に増員し、小
中連携や公共図書館との連携による読書
活動の質の向上に努める。
児童館での読み聞かせ会などを通じた、
家庭と地域、学校が連携して本に触れる機
会を増やす取組を推進する。

（教育指導課）
学校司書の配置を３校に２人に増員し、学校司書の
専門性向上や司書教諭との連携に加え、小中連携に
よる読書活動の質的な充実を図る。
(図書館)
▪小中学校の学校司書と図書委員との連携として、図

書委員による催し物の企画・実施への支援や、図書室
の運営に関しての助言、相談を行う。
▪新町児童館、下保谷児童センターの２館に加え、芝

久保児童館、ひばりが丘児童センターの２館で読み
聞かせ会を実施するほか、新たにひばりが丘公民館
でも実施する。
▪保育園（けやき・なかまち）や児童館（芝久保・ひばり

が丘児童センター）で絵本と子育て事業の拡充とし
て乳児向けおはなし会を実施する。

（教育指導課）
▪学校司書の配置を３校に２人に増員した。９月に学校司書及び司

書教諭との合同研修会を開催し、小中連携による読書活動の質的
な充実に向けて、「児童・生徒読書活動系統表」を中学校区ごとに
作成した。
（図書館）
▪学校司書からの図書委員の企画展示に関する相談及び学校図書

館の資料の除籍やレファレンスに関する相談について、支援・助言
を行った。
▪芝久保児童館（12/27、2/7予定）、ひばりが丘児童センター

（11/29、2/21予定）、ひばりが丘公民館（2/2、3/13予定）で、
読み聞かせ会を実施。
▪乳児向けおはなし会を、なかまち保育園（12/1、1/12）、けやき

保育園（12/15、2/6予定）、芝久保児童館（11/17、3/8予定）、
ひばりが丘児童センター（12/8、2/16予定）で実施。

子どもの読書環境整備（にしと
うきょうし子ども電子図書館
サービスの導入）
（図書館）

【西東京市教育委員会の主要施策】

「西東京市子ども読書活動推進計画」を推
進し、保育園、幼稚園、学校、児童館、学童
クラブなどでの、子どもたちの読書環境の
更なる整備を行う。

▪電子図書館プラットフォームの構築、クラウド利用

環境の整備、電子書籍の選書等について、市立小・中
学校への周知及び説明を行い、７月11日から電子図
書館を開設した。
▪電子図書館の周知イベント等を実施し、読書意欲の

向上を図る。

▪子ども電子図書館開設後も、図書館窓口及びまちなか先生や放

課後子供教室において、電子図書館の広報を行っている。
▪電子書籍を使用したビブリオトークのイベントの開催を３月に予

定しており、読書ができるツールとしての電子図書館の活用を促
すとともに、イベントの広報により電子図書館の周知を行う。
＊ログイン人数7,330人、延べログイン回数32,318人、
読み放題パック閲覧者数：4,737人、ワンコピーワンユーザー
貸出数：814人、貸出回数：3,424回（開設から1/14まで）

地場産農産物の積極的活用
（学務課）

【西東京市教育委員会の主要施策】

可能な限り西東京市産の農産物を活用す
るとともに、生産者を示すことで、食への
興味・関心度を高める工夫を行う。

▪産業振興課と連携し、地場産農産物を活用していく。
▪めぐみちゃんメニュー事業を継続し、食への興味・
関心を高める。
▪地場産農産物生産者との納入契約を教育委員会で

一括して行うとともに、各学期ごとに作付けした農産
物の種類や収穫予定時期についての情報を集約し各
学校へ提供することにより、地場産農産物をより多く
学校給食に取り入れることができるよう工夫する。

▪めぐみちゃんメニュー事業

10月から12月の学校給食にて提供
実際に提供した献立を市ホームページで紹介（55件）

▪地場産農産物についての学校への情報提供

１学期８件
２学期８件
３学期７件

部活動の在り方
（教育指導課）

【西東京市教育委員会の主要施策】

部活動は学校生活を豊かにすることがで
きる教育活動である。そのために、適切な
運営のための体制の整備や合理的で効率
的・効果的な活動推進のための取組、適切
な休養日等の設定などについて取り組む。

▪西東京市立中学校における部活動の現状について

の情報交換や、課題について整理していく「部活動の
在り方検討協議会」（中学校長１名、副校長１名、各学
校教員１名）を発足する。
▪必要に応じて、地域への移行を見据え、地域の現状

と課題の整理について、関係部署に検討依頼をする
など庁内連携を図る。

▪「部活動の在り方検討協議会」を発足し、年3回実施した。学校に

は部活動指導を行いたい教員が一定数いること、地域移行には地
域クラブ等の受け皿の確保や教育的な配慮のある指導者の資質
等に留意するなどの課題があることが明らかになった。

▪次年度に向け、スポーツ振興課、文化振興課と庁内連携を図るた

めの組織を検討し、本市の実態に応じた部活動の地域移行への見
通しをもつ。



学校を核とした地域づくり

事業名（所管課）／
事業の進行管理・評価を行う計画等

事業概要 令和５年度の取組内容 令和５年度の取組（実績）
数値は速報値

放課後子供教室
(社会教育課・図書館)

【西東京市教育委員会の主要施策】

放課後における子どもたちの安全・安心
な居場所であるとともに、保護者の就労
状況等にかかわらず、すべての子どもが
多様な体験・活動等ができる場として、地
域の協力を得て放課後子供教室の充実を
図るとともに、運営体制についての検討
も行う。
また、放課後子供教室に、図書館職員が参
加し、子どもたちと本との出会いの場を設
定する。

▪各小学校施設開放運営協議会に委託し、校庭や体

育館を開放する遊び場提供のほか、多様な体験や学
習活動の機会を提供する事業を実施する。
▪学習活動の機会提供事業においては、実施校数の

増加や内容の充実に向け、小学校施設開放運営協議
会への支援や関係部署との連携を図る。
▪図書館との連携において、図書館職員等による事業

実施（読み聞かせ・工作等）を体験・学習活動の未実
施校を中心に進めていく。

▪遊び場提供は市内18校全校で実施。学習活動の機会提供事業

は、トーンチャイム教室やプログラミング教室などの他、新たに
モルック教室を実施。
▪学習活動の機会提供事業では、小学校施設開放管理者会議で

他校の事例共有や情報交換の場を設ける等の支援を行った。ま
た、多摩六都科学館や児童青少年課などとの連携により、教室
で体験した内容を発表する機会を設ける等、内容の充実を図っ
た。令和４年度実績12校から令和５年度内に市内18校全校実
施予定。
▪図書館との連携は、図書館職員等により、読み聞かせ及び工作

を５校実施予定。平成24年度に開始以降、１度も実施していな
い未実施2校（碧山小、上向台小）については、当初図書館との
連携を予定していたが、多摩六都科学館、児童青少年課との連
携により実施予定。

各種機関・組織等との連携（ま
ちなか先生（出前講座）の実
施）
（社会教育課・公民館・図書館）

【西東京市教育委員会の主要施策】

市内及び近隣地域の各種機関・組織等と
の協働事業をはじめ、学校がそれぞれの
地域に存在する各種機関・組織等と連携し
ながら学校づくりを進める。

各課（館）の主な取組として、社会教育課では「縄文時
代に戦争はあったか～下野谷遺跡から平和を考える
～」、公民館では「体験を語り継ぐ、私たちの住むまち
にあった戦争」、図書館では「西東京市に伝わるおは
なしを大型紙芝居と「西東京市図書館／西東京市デ
ジタルアーカイブ」で鑑賞してみよう」等、平和に関す
る講座を含めた全15項目の講座を予定している。

【社会教育課】※令和６年３月までの予定も含む
5講座 10校 42回実施
実施内容
・「縄文のムラ 下野谷遺跡を知ろう！」
・「やってみよう！考えよう！縄文時代と下野谷遺跡」
・「「したのやいせき」のどんぐりアート」
・「民具に触れて昔のくらしを考える」

・「縄文時代に戦争はあったか
～下野谷遺跡から平和を考える～」

【公民館】
３講座 13校 25回実施
実施内容
・「カルタ講座 あそんでまちをおぼえよう」
・「平和講座 体験を語り継ぐ、私たちの住むまちにあった
戦争」
・「防災講座 災害（風水害）で何が起こるか想像してみよう」

【図書館 】※令和６年３月までの予定も含む
４講座 11校 33回実施
実施内容
・「新聞をつかってしらべてみよう」
・「西東京市に伝わるおはなしを大型紙芝居と「西東京市図
書館/西東京市デジタルアーカイブ」で鑑賞してみよう」
・「ハンディキャップサービスって、なあに？」
・「『図書館』×『仕事』－本で結ぶ「WORK」とわたしー」



学校を核とした地域づくり

事業名（所管課）／
事業の進行管理・評価を行う計画等

事業概要 令和５年度の取組内容 令和５年度の取組（実績）
数値は速報値

地域学校協働本部の研究 コ
ミュニティ・スクールやＰＴＡ等
との連携に関する研究（コ
ミュニティ・スクールと地域学
校協働活動の推進）
（教育指導課・社会教育課）

【西東京市教育委員会の主要施策】

幅広い地域住民等の参画を得ながら「学
校を核とした地域づくり」を目指して、地
域と学校が相互にパートナーとして連携・
協働して行う様々な活動を推進する体制
である「地域学校協働本部」の設置に向け
て、調査・研究を進める。
学校が目指す教育ビジョンを地域や保護
者と共有しながら実現させるために、コ
ミュニティ・スクールやＰＴＡ等との連携の
在り方等、学校と保護者・地域との協働に
関する研究を行う。

▪令和５年度より小学校11校・中学校５校にてコミュ

ニティ・スクール及び地域学校協働活動を開始する。
地域学校協働活動推進員を中心として、学校を核と
した幅広い地域住民や団体等との緩やかなネット
ワークを形成していく。
▪コミュニティ・スクール推進委員会を新設することで、

社会に開かれた教育課程の実現を進めていく。
▪導入した学校の事例及びその進捗状況を検証し、令

和６年度に設置する市内小・中学校に情報提供を行
いながら導入支援を実施する。

▪令和５年度より小学校11校・中学校５校にてコミュニティ・ス

クール及び地域学校協働活動を開始した。それぞれの学校で特
色ある活動を実施（学校支援ボランティア・キャリア教育の支援
など）。また、地域住民や地域団体だけでなく、企業（MUFGグ
ループ・旭製菓など）やNPO団体等との協働活動例もあり、緩
やかなネットワークを形成することができた。
▪コミュニティ・スクール推進委員会を新設し、年２回（７月と３月

（予定））「西東京ふるさと探究学習」の推進向けての研修、情報
交換、実践報告会等を行い、社会に開かれた教育課程の実現を
図った。
▪次年度コミュニティ・スクール全校実施に向けて、未実施の小学

校７校、中学校４校については、情報提供や研修会の開催等、各
校の課題を踏まえた導入支援を行った。なお、３月のコミュニ
ティ・スクール推進委員会において、未実施校の地域学校協働活
動推進員にも参加頂き、活動内容の共有を予定。

主体的・対話的で深い学びの
実現（西東京ふるさと探究学
習の充実）
（教育指導課）

【西東京市教育委員会の主要施策】

知識及び技能が習得されるようにするこ
と、思考力・判断力・表現力等を育成する
こと、学びに向かう力・人間性等を涵養す
ることが偏りなく実現されるよう、単元や
題材など内容や時間のまとまりを見通し
ながら、児童・生徒の主体的・対話的で深
い学びの実現に向けた授業改善の推進を
図る。

▪全市立小・中学校の教育課程に「西東京ふるさと探

究学習」を位置付け、地域をテーマとした魅力ある総
合的な学習の時間の単元を、各校において児童・生
徒が主体的に探究できるようにする。
▪校内研修の充実や学校訪問等による指導・助言を通

して、教員のカリキュラム・マネジメント力並びに授業
力の向上を図る。
▪各種研修の充実や、コミュニティ・スクール推進委員

会の新設等を通じ、教職員の意識の醸成と校内組織
の活性化を図るとともに、学校運営協議会や地域学
校協働活動等、保護者や地域との連携に努め、児童・
生徒の探究的な学びを充実させる。

▪令和5年度から全市立小・中学校の教育課程に「西東京ふるさ

と探究学習」を位置付けるとともに、地域をテーマとした魅力あ
るカリキュラムを開発させ、児童・生徒が自ら課題解決に向けて
主体的・協働的に探究できるようにした。また、幅広く市民に周
知するために、各校の取組や、児童・生徒の学びの様子を市HP
からも閲覧できるようにした。
▪教員のカリキュラム・マネジメント力及び授業力の向上に向け

て、年間を通じて校内研修や学校訪問等による指導・助言を
行った。令和５年度学力学習状況調査における、学校質問紙調
査では、「教育課程の編成、実施、評価のPDCAサイクルを確立
している」についての項目において、肯定的な回答が10割の結
果となった。
▪各種研修会の実施や、コミュニティ・スクール推進委員会の開

催を通して、各校で地域と連携した体験的・探究的な学びを重
視させるとともに、主体的・対話的で深い学びに向けた授業改
善に取り組ませた。令和５年度学力学習状況調査における児童・
生徒質問紙調査では、「学習した内容について見直し、次の学習
につなげている」についての項目において、肯定的な回答が７割
を超える結果となった。


